
帯広市中小企業振興協議会 交流部会（第２回） 
 

平成１９年 9月２１日(金) 15：00～ 
帯広市役所 10階 第 5会議室Ａ 

 
次  第 

 
１ 開 会 
 
２ 部会長挨拶 
 
３ 新委員紹介 
 
４ 交流部会のアドバイザー選任について 
 
５ 本日の配布資料について 
   ・観光立国推進基本計画（概要） 
   ・新しい北海道観光のくにづくり行動計画（素案）概要 
   ・新しい観光形態の解説 
 
６ 議 事 
  （１）配布資料の質疑応答 
 

（２）協議項目(論点)について 
      ○観光資源 

◇観光拠点施設・観光メニュー 
◇イベント・コンベンション 

 
  （３）メーリングリスト作成による時間外討論について 
 
  （４）第 3回部会の開催日程について 
 
  （５）次回までに用意すべき資料の要望について 
 
 
７ その他 
 
８ 閉 会 



交流部会アドバイザー 
 
 
伏島 信治（ふせじま のぶはる） 

 
伏島プランニングオフィス 代表 

 
１９４８年生 北海道大学大学院農学研究科修士課程修了後、７５年群馬県入

庁。７７年たくぎん総研（現北海道２１世紀総合研究所）入社、主任研究員、

札幌国際大学観光学部教授を経て０４年伏島プランニングオフィスを設立、代

表。観光をはじめ地域開発、まちづくり、文化産業振興など幅広い分野でコー

ディネーター、プランナーとして活躍。現在、北海道観光戦略会議 戦略推進

部会長を務められている。 



帯広市の主な施策と課題（総括）

十勝観光連盟に事業費負担

民間を主体とした都市間交流観光都市間交流による観光推進

エスタに設置しているセンターの管理・運
営委託

店舗・企業等の協力を得て、旅先での観光
案内機能として制度化

帯広観光・体験ボランティアガイドの会の
活動支援

旅行エージェントを対象とした帯広空港の
利用と十勝に滞在観光するツアーを造成す
る助成制度

とかち国際観光推進協議会を中心としたプ
ロモーション活動や歓迎事業を実施

帯広観光コンベンション協会によるＨＰや
飲食ガイドによる情報発信・提供

・郷土芸能「帯広平原太鼓」の保存と育成
事業に補助
・豚丼やお菓子などのマップ作成、アウト
ドアや農業などの体験観光の情報発信

協議会会費負担及び財団支援

・まつり推進(実行）委員会に事業費負担
・幸福駅でのセレモニー実施委託
・冬の街にあかりを灯す実行委員会負担金

・帯広観光コンベンション協会への補助
・歓迎イベント・セレモ二アルスタートの
開催支援のための実行委員会負担金

観光情報誌るるぶ作成委託

整備工事

ポロシリ自然体験観光推進委員会に事業費
負担・運営実施

大小様々なイベントに対応可能な施設とし
て、利用促進をはかるもの

十勝観光連盟に事業費負担

帯広・十勝エリアツアー造成促進事
業

国際チャーター便誘致促進事業

飲食スポット情報発信事業

・平原太鼓保存継承事業
・とかち観光物産情報センターの情
報発信事業

とかち観光物産情報センターの管
理・運営

たびさき案内人制度

観光ボランティアガイド支援事業

観光客誘致促進対策事業

自然体験観光推進事業

各種イベント利用のための適正な管
理

観光客誘致促進対策事業（体験観光
の推進）

・帯広の三大まつり・岩内仙峡まつ
りの実施
・幸福ハッピーセレモニーの実施
・夢あかりアートの街事業

観光課

観光課

観光課

観光課

担当課

観光課

観光課

観光課

工業労政課

観光課

観光課

観光課
帯広観光コンベンション協会と十
勝観光連盟との連携

財源確保。まつりの担い手となる
市民の発掘

国、道が設置する標識を相互に補
完しながら整備

行政刊行物はPR困難。るるぶの発
行は他地域との連携

２．参加・体験型
観光の振興

（１）参加・体験型観
光の振興

３．観光イベン
ト・コンベンショ
ンの充実

（１）イベントの充実

まつり・地域イベン
トの支援

（２）コンベンション
の誘致 コンベンションの誘

致

観光案内板の設置・修正

・コンベンション推進事業
・ラリージャパンの開催支援

観光ＰＲ刊行物の発行

フィルムコミッション推進事業

観光案内板整備

とかちフィルムコミッション連絡協議会の
活動支援

人材育成。ニーズに対応した受入
態勢の確保、充実。

４．観光宣伝・受
入環境の整備

（１）宣伝活動の推進 観光ＰＲ刊行物の充
実

フィルムコミッショ
ンの推進

（２）受け入れ環境の
整備 観光サインの充実

観光課

観光客ニーズに即した情報提供

台湾を始めとするする東アジア諸
国の観光客確保

観光客ニーズに即した情報提供 観光課

職員資質向上やHPの充実、観光情
報の蓄積

ボランティアガイドの資質向上

店舗・企業の協力を得て、ホスピ
タリティー向上

観光課

観光課

観光課

観光課

受け入れ環境の整備 観光課

観光課

（１）食を生かした観
光

食を生かした観光の
推進

帯広独自の生活文化
の発信

交流観光の創造

（２）生活文化を発信
する観光

（４）観光客の誘致

ホスピタリティの向
上

観光客誘致促進対策
事業

道内外観光客の誘致

外国人観光客の誘致

（３）観光サービスの
向上

とかち観光物産情報
センターの利用促進

ボランティアガイド
の育成

（１）十勝エコロジー
パーク計画の推進

（２）愛国駅･幸福駅･
大正駅周辺の整備

具体的な事業

十勝エコロジーパーク推進協議会の
参画及び財団の支援

愛国ふれあい広場の整備事業

滞在・周遊型のツアー作りを促進

５．地域資源を生
かした観光・物産
振興

第５期総合計画（後期）の課題点

ニーズに応じた事業の展開

主要施策 主な想定事業

１．観光拠点の整
備

北愛国交流広場の利
用促進

（３）拠点施設の整備

コーディネート機能
の充実

公園全体の利活用の促進強化

整備後の一体管理として地域の受
け皿づくりが必要

砂利活用益充当に制限があり費用
負担が予想

交流部
会

交流部
会

ポロシリ自然公園の
利用促進

事業概要

十勝エコロジーパー
ク計画の促進

愛国駅・幸福・大正
駅周辺整備事業

部会の
区分

交流部
会

交流部
会

交流部
会



担当課具体的な事業 第５期総合計画（後期）の課題点主要施策 主な想定事業 事業概要
部会の
区分

物産センターの管理・運営補助

大分市・徳島市との物産交流事業

網走地域と連携した外国人誘致招聘事業

姉妹都市物産の販売・姉妹都市物産展への
参加

北海道の物産と観光展への参加

アンテナショップ「とかち物産セン
ター」の管理・運営

ＶＪＣ地方連携事業（ひがし北海
道）

道外百貨店での北海道物産展への出展

関係機関への要望

帯広・十勝エリアツアー造成促進事
業（再掲）

ー

国内航空路線の調査・研究

親善交流課
観光課
青少年課

観光課

観光課

空港事務所

空港事務所

空港事務所

空港事務所

台湾の北海道観光ブームは当面継
続。新たな周遊ルート開発、韓
国、中国からのチャーター便誘致
必要。

海外旅行客受入歓迎体制として、案内ガイ
ドの配置等

空港事務所

空港事務所

台湾チャーター便の定期的な就航要
望、東アジア等の国々からの就航促
進

航空業界経営状況により新規路線
は厳しい状況。過去、仙台・福島
線は急速な需要低下により廃止。

路線独占のため運賃に割高感。大
阪線は通年運航の復活が急務。商
用客が頭打ち、観光客誘致が必
要。

ダブル化、大阪線通年復活は、地
域一丸の体制づくり必要。不採算
路線の撤退、幹線集中化のため、
路線拡充は難しい。

空港事務所

関係機関への要望

国際空港要件：国際定期便の就
航、各CIQ機関の法令指定。滑走路
の3千ｍ化には閣議決定が必要。現
状での滑走路延長は困難。

函館・千歳線開設後の安定的な路
線運営。※千歳線はH18.12.1より
運休

チャーター便需要に対応するた
め、ＣＩＱ体制整備が必要。行革
等で恒久的な人員配置は難しい。

空港の利用拡大促進

（４）地域航空ネット
ワークの形成 地域間航空ネット

ワークの形成

国内航空路線の調査・研究

ダブル化の実現

航空会社への要望

航空会社へ就航を要請

大阪線通年運航への復活を要望

（３）国際チャーター
便の促進 国際チャーター便の

就航促進

（１）出入国管理・検
疫施設の誘致 出入国管理・検疫施

設の誘致

（２）国際化の可能性
調査 国際化・3000m滑走路

の可能性調査

交流部
会

交流部
会

６．とかち帯広空
港の国際化の環境
整備

５．航空路線網の
充実

（１）新規航空路線の
開設 国内航空路線の新規

開設

（２）航空路線網の充
実

航空路線網の充実

（３）空港利用の促進

販売品の品揃えの充実、企業や店
舗との協力体制

販路拡大・販売機能は新たな市場
開発など必要

滞在・周遊型のツアー作り促進

観光課

互いの長所を生かす広域連携必
要。観光客誘致。

観光課

観光課

（１）観光産業の振興 観光と連携する地域
産業の振興

（３）物産の振興

（４）物産センター機
能の充実

とかち物産センター
の充実

地域特産品の販路拡
大

交流部
会

交流部
会

観光客誘致等は長期視点で地域特
性仕組みつくり

６．広域観光の推
進

（１）広域観光の推進
広域観光の推進

（２）姉妹都市との交
流

姉妹都市交流の拡大
（再掲5-3-1-(1)）

（３）滞在型観光ルー
トづくり

滞在型観光ルートづ
くり
（再掲2-6-4-(4))

７．観光産業の振
興



（「帯広のあらまし」より抜粋） 

7 観光と物産展 

 本市には、自然景勝地岩内仙峡を初め、雄大な八千代牧場、市民の憩いの場緑ヶ丘公園

と 400m ベンチのあるグリーンパーク、全国的にブームとなった愛国駅・幸福駅、キャン

プや乗馬などのアウトドアライフを楽しめるポロシリ自然公園などの観光地がある。また、

周辺観光地には、世界でも珍しいモール温泉(植物性)の十勝川温泉、神秘と自然美の糠平

湖、然別湖、東大雪の秘境トムラウシ温泉、森と湖のオンネトーなどがあり、大雪山阿寒

両国立公園及び日高山脈襟裳国定公園の景勝地とともに人々を魅了、楽しませている。毎

年観光シーズンには、全国各地から数多くの観光客が訪れている。 

 

(1) 帯広・十勝の観光入込客の推移 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
（人） （人） （人） （人） （人） （人）

帯 広 市 2,240,200 2,271,700 2,113,800 2,390,500 2,406,600 2,587,700

鹿 追 町 606,100 682,500 673,400 640,400 646,300 654,300

( 然 別 温 泉 等 )

上 士 幌 町 465,100 456,700 394,100 358,700 319,100 334,400

( 糠 平 温 泉 等 )

音 更 町 1,331,000 1,263,300 1,323,900 1,398,500 1,367,300 1,391,200

( 十 勝 川 温 泉 等 )

足 寄 町 504,800 570,800 561,700 561,900 537,200 551,300

( オ ン ネ ト ー 等 )

池 田 町 467,400 397,500 383,400 380,300 546,900 547,300

新 得 町 1,247,600 1,157,300 1,135,200 1,053,500 946,100 991,100

(トムラウシ・狩勝峠)

広 尾 町 224,100 185,300 197,700 165,900 182,000 161,700

そ の 他 1,369,400 1,392,000 1,306,500 1,246,100 1,650,400 1,725,700

　　合　　　計 8,455,700 8,377,100 8,089,700 8,195,800 8,601,900 8,944,700

　　　　　　  　年度
区分

 

 

 

 

◎日帰り・宿泊別観光客入込状況(帯広市) 

1,643,200 人 1,639,300 人 1,529,200 人 1,828,000 人 1,804,000 人 1,966,500 人

（ 73.35 ％）（ 72.16 ％）（ 72.34 ％）（ 76.47 ％）（ 74.96 ％）（ 75.99 ％）

597,000 人 632,400 人 584,600 人 562,500 人 602,600 人 621,200 人

（ 26.65 ％）（ 27.84 ％）（ 27.66 ％）（ 23.53 ％）（ 25.04 ％）（ 24.01 ％）

　合　計 2,240,200 人 2,271,700 人 2,113,800 人 2,390,500 人 2,406,600 人 2,587,700 人

平成18年度平成17年度

宿 泊

　　 年度
区分

平成13年度 平成15年度 平成16年度

日帰り

平成14年度

 

 

 



(2) 主要観光資源の概要 

ア．帯広駅からの所要時間 

 

イ．八干代公共育成牧場 

 日高山系に連なる波状性丘陵地帯に位置し、乳牛の放牧・育成を目的として国営草地開

発事業により草地 742ha が造成されている。総面積 976ha の雄大な牧歌的風景の眺望が楽

しめ、市内から南西 35km に位置している。 

 

ウ．岩内仙峡国民休養地 

 中心市街地から南 35 ㎞に位置している。 

 昭和47年3月環境庁から国民休養地の指定を受け、昭和46年以降整備に着手している。

現在、山の家、バンガロー、キャンプ場、登山道、レストハウスなどがあり、7 月にはや

まべ放流式、10 月にはもみじまつりなどが開催されている。 

 

エ．ポロシリ自然公園 

 清流、戸蔦別川が流れ、豊かな自然とのどかな農村地帯が広がる郊外の拓成町に、平成

14 年 7 月 6 日にオープン。53.2 ヘクタールの広大な敷地に、46 サイトのオートキャンプ

場や、自然加工体験施設、自然散策路などが整備されている。平成 17 年には 36 ホールの

本格的パークゴルフ場が完成し、多くの市民で賑わっている。 

 

オ．愛国駅・幸福駅 

 愛国駅・幸福駅は、旧国鉄広尾線にあった駅である。昭和 49 年頃から若い旅行者など

がよく訪れるようになり、同時に「愛国－幸福」間の切符が爆発的に売れるようになった。

やがてそのブームはマスコミにとりあげられ、歌になり、テレビドラマの舞台となるほど



全国的に有名になった。昭和 62 年 2 月をもって国鉄広尾線は廃止となったが、今なお数

多くの観光客が訪れている。現在はイベント「ハッピーセレモニー」が好評で、実施され

ている。 

 

カ．グリーンパークと 400m ベンチ 

 グリーンパークは、市のほぼ中心に位置し、緑ケ丘公園に隣接する広さ 8ha(200m×400 

m)の芝生のじゅうたんである。スポーツ、野外コンサート、家族レクリエーションなどの

場として市民に親しまれ、昭和 56 年 7 月 19 日には、市民の手づくりにより長さ 400m ベ

ンチが作られ、ギネス大会では、1,282 人の市民が座った。さらに、平成 6年 5月 29 日に

再び市民の手による改修が行われている。 

 

キ．平 原 太 鼓 

 帯広の郷土芸能として昭和 45 年 7 月誕生し、各種行事、催事等に出演している。市民

に密着した芸能として親しまれ、また、「帯広」を広く内外に紹介、宣伝する一翼を担い

ながら、打ち手の拡大と資質向上にたゆまぬ練習を続けている。 

 

 

 

 

 

(3) 主な観光イベント(平成 18 年開催分) 

1月 第43回帯広氷まつり 8月 第52回帯広七夕まつり

第59回帯広平原まつり

第9回Gビールストリート2006

5月 第21回おびひろ桜まつり 「にぎわいとかちフェア」

9月 世界ラリー選手権第11戦

6月 第27回八千代牧場まつり ラリージャパン2006

帯広大正メークインまつり

7月 岩内仙峡やまべ放流式 10月 第51回岩内仙峡もみじまつり

十勝川イカダ下り 第37回帯広菊まつり(～11月)

11月 菓子大国とかちフェスティバル



(4) 物 産 展 

会場数 取扱額（千円） 会場数 取扱額（千円） 会場数 取扱額（千円）

平成13年度 32 211,117 169 290,919 201 502,036

平成14年度 33 223,403 157 279,472 190 511,089

平成15年度 34 204,373 142 312,819 176 517,192

平成16年度 33 208,176 166 296,032 199 504,208

平成17年度 34 234,492 143 271,038 177 505,530

平成18年度 33 262,149 181 264,160 214 526,309

主催会場 後援会場等 計
　　　　区分
年度

 

（物産種別売上額）                       (単位；千円、％) 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

農 馬鈴薯・ 30,650 17,346 21,928 28,728 22,435 23,496

玉 葱 等 (6.1) (3.4) (4.2) (5.7) (4.4) (4.5)

産 雑 穀 5,688 4,542 7,257 8,515 7,823 8,920

(1.1) (0.9) (1.4) (1.7) (1.6) (1.7)

148,958 151,824 133,274 133,870 141,739 142,136

(29.7) (29.7) (25.8) (26.5) (28.0) (27.0)

174,487 215,113 183,528 167,181 189,324 212,108

(34.8) (42.1) (35.5) (33.2) (37.5) (40.3)

142,253 122,264 171,205 165,914 144,209 139,649

(28.3) (23.9) (33.1) (32.9) (28.5) (26.5)

502,036 511,089 517,192 504,208 505,530 526,309

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

そ の 他

計

　　　年度
区分

加 工 品

菓 子

 

 

 

 

 

 



(5) 社団法人 帯広物産協会 

 十勝地域における地場産品の販路拡大と市場の確立強化のため、地場産品の紹介宣伝並

びに新製品の普及指導等の事業を行うことを目的に、昭和 62 年 1 月 9 日認可を受け、帯

広観光物産振興会(平成 6年 4月 1日帯広物産協会に改称)が設立されている。観光物産展

の開催等、地域産業の振興事業を実施している。 

名 称   社団法人 帯広物産協会 

設 立   昭和 62 年 1 月 23 日 

法人格   民法第 35 条の規定による社団法人 

役 員   理事 11 人(会長 1人、副会長 2人、専務理事 1人を含む。) 

事 業   ア．新製品、新技術等の研究開発及び普及指導 

 イ．地場産品の紹介宣伝及び取引の斡旋 

 ウ．観光物産展等の開催及び出品 

 エ．地場産品の紹介宣伝に必要な情報の収集及び提供 

 オ．地場産品展示即売所の運営 

 カ．帯広市から委託される帯広市畜産研修センターの管理運営 

 キ．その他目的を達成するために必要な事業 

 

(6) 社団法人 帯広観光コンベンション協会 

 帯広市及び帯広市を中心とする地域の観光宣伝並びに観光客の誘致促進、コンベンショ

ン開催の誘致・支援等に努めることにより、観光産業の振興を図り、もって市民生活文化

の向上及び地域経済の発展に寄与することを目的としている。昭和 24 年帯広観光協会が

発足している。平成 6 年 4 月 1 日付けで社団法人化、平成 14 年 7 月に社団法人帯広観光

コンベンション協会に改称し、観光振興事業を実施している。 

名 称   社団法人 帯広観光コンベンション協会 

設 立   平成 6年 4月 1日(社団法人設立月日) 

法人格   民法第 35 条の規定による社団法人 

役 員   理事 19 人(会長 1人、副会長 3人、専務理事 1人、常務理事 1人を含む。) 

事 業   ア．観光宣伝及び観光客・コンベンションの誘致促進 

      イ．観光地にふさわしい風土・文化の創造及び観光・コンベンション関係者 

        の資質向上 

      ウ．観光土産品その他特産品を媒体とした観光宣伝事業 

      エ．観光・コンベンション意識の普及向上及び観光地美化運動の推進 

      オ．観光・コンベンションに関する調査研究並びに観光・コンベンション情 

        報の収集及び提供 

      カ．観光及びコンベンション関係諸機関との連携並びに交流 

      キ．帯広市からの業務委託 

      ク．その他目的を達成するために必要な事業 

























































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市中心市街地活性化基本計画 

（概要版） 
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■基本計画のコンセプト（商住文の総合力による活性化を目指す） 

 

現状の中心市街地では商業のみを即効的に再生することは極めて困難であることか

ら、本計画では、中心市街地に賦存する「商（商店）・住（住人）・文（文化）」の多様

なストックを活用して、中心市街地の活性化の取り組みを粘り強く進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「住実（充実）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝街なか居住〟を基本としつつ、多様な市民ニ

ーズに対応するために、３つのゾーンを設定し、市街地再開発事業、優良

建築物整備事業のほか、街なか居住プラットホームなどの取り組みで、よ

り多機能・多様性を確保した住宅を供給するとともに新たな土地利用の広

がりを図る。また、街なか居住者が増加することによるコミュニティの再

生を目指す。 

 

○ 「買適（快適）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝界隈性を醸成〟するための強化策として、界

隈性を的確に言い表した〝そぞろ歩き〟を楽しめる商店街を実現し、都心

性商業の復権を目指すために、大規模空き店舗の再生、既存商店街の機能

整備など、先人が遺した多様なストックを活用し、中心市街地の賑わいづ

くりと商業の活性化を目指す。 

 

○ 「観動（感動）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝文化に接する機会や場の提供〟を、ストック

活用や都市機能の集約と併せて実現するものである。芸術・文化団体の活

動の場として市民ギャラリーを整備し、近傍の文化・交流施設との相乗効

果とともに、中心市街地に点在する芸術・文化関連施設や地域の歴史等と

の連携により新たな人の流れを生み出す取り組みを進める。 

住実・買適・観動を実現する

中心市街地に人を呼び込み、新たな人の流れを創りだす。 
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凡 例 そぞろ歩き軸 連携軸 

中心市街地活性化基本計画図 

中心市街地（１４０ha） 

市役所

住実ゾーン（Ａ）

住実ゾーン（Ｂ）

買適ゾーン

広小路

藤丸

旧ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ

住実ゾーン（Ｃ）

観動ゾーン

ＪＲ帯広駅 



 

- 3 - 

 ◇事業及び措置の実施箇所 

 

 

 

 

９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

 

住実ゾーン（Ａ）居住核 

開広団地再整備事業（第一期事業） 住実ゾーン（Ｂ）居住核 

西 1.5東地区優良建築物等整備事業

住実ゾーン（Ｃ）居住核

西 3・14地区優良建築物等整備事業 

買適ゾーン生活文化核

広小路商店街アーケード再生等事業

広小路〝町屋居住〟演出事業 

広小路〝歴史・文化〟継承事業

買適ゾーン商業核 

旧ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ跡ﾋﾞﾙ再生事業 

観動ゾーン回遊拠点

観動ゾーン回遊ネットワーク

中城ふみ子が詠んだ街事業

回遊性支援・強化ネットワーク

ウォーク＆ライド事業 

観動ゾーン芸術・文化核

帯広市民ギャラリー整備事業

中心市街地(１４０ｈａ) 

（歌碑建立） 

住実ゾーン拡充・支援

まちなか居住プラットホーム

第三期北の屋台事業 

西 1・7西地区優良建築物等整備事業

帯広駅バスターミナル



平成 18 年度 製造業実態調査 報告書

調査期間 平成１８年１２月１日～平成１９年３月３１日

帯広市商工観光部工業課



平成 18 年度 製造業実態調査 報告書 目次

項目

○調査の概要

・ 工場等について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

・ 経営上の課題等について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

・ 本市の産業施策について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

・ 産学官連携について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

・ 企業から寄せられた主な声・要望・意見等 ・・・・・・・・・ ７

○別紙 帯広市製造業実態調査票



【調査の概要】

（１） 調査の目的

（２） 実施主体 帯広市

（３） 調査票 別紙のとおり

（４） 調査期間 平成１８年１２月１日～平成１９年３月３１日

（５） 調査対象

（６） 調査対象件数 １５４件 （１６１件中 休業・廃業等を除く）

（７） 回答件数（調査票回答件数） １３２件 （回答率 ８５．７％）

（８） 調査対象業種別内訳

業種 企業数 回答件数 回答率 回答構成比

食料品製造業 34 33 97.1% 25.0%

飲料・たばこ・飼料製造業 2 2 100.0% 1.5%

衣服その他の繊維製品製造業 6 4 66.7% 3.0%

木材・木製品製造業 7 6 85.7% 4.5%

家具装備品製造業 17 15 88.2% 11.4%

パルプ・紙・紙加工製造業 2 2 100.0% 1.5%

印刷・同関連産業 23 19 82.6% 14.4%

化学工業 1 1 100.0% 0.8%

プラスチック製品製造業 1 1 100.0% 0.8%

なめし革・同製品・毛皮製造業 1 1 100.0% 0.8%

窯業・土石製品製造業 11 8 72.7% 6.1%

鉄鋼業 1 1 100.0% 0.8%

金属製品製造業 19 15 78.9% 11.4%

一般機械器具製造業 10 7 70.0% 5.3%

電気機械器具製造業 3 3 100.0% 2.3%

電子部品・デバイス製造業 2 2 100.0% 1.5%

輸送用機械器具製造業 4 3 75.0% 2.3%

その他の製造業 10 9 90.0% 6.8%

計 154 132 85.7% 100.0%

平成１６年工業統計調査（従業者数４人以上の事業所）の対象と想定される企業に調査票
を郵送配布。後日、市職員が直接訪問し、聴き取りのうえ調査票を回収したものです。

長引く景気の低迷や公共事業の減少、原油の高騰など企業を取り巻く環境は依然厳しいも
のとなっております。また、帯広の基幹産業である農業においても、ＷＴＯ農業交渉や品目
横断など経営安定化対策の導入に伴う経営環境の変化、生乳の生産調整などの影響が、農業
機械をはじめ関連業界にも広く及んでおります。

こうした地域の厳しい経済環境を踏まえ、帯広市内の製造業者を対象に企業の持つ技術や
取り組み、現況の課題等を把握することにより、今後の工業振興施策に資することを目的と
します。



【総括表】 回答企業数 １３２社

○ 工場等について
(1) 事業所の工場所有者

(3) 工場の建替え、増築の有無 （件）
(2) 現在地での操業開始

①有 ②無
38 29

(4) 現工場について

(5) (4)で②不満と答えた方

■土地・建物とも自社所有の割合は63％(83件）に上り、建物のみ所有が16％、土地・建物とも賃貸は
15％となっている。

■現工場に不満と答えた理由で多いのは「老朽化」「狭あい化」が大半を占めている。

■現在地で操業し31年以上経過している割合は42％を占
める一方、10年以内は13％となっている。

■現工場については、58社（44％）が「現状で満
足」 ７０社（53％）が「現状で不満」と回答してい
る。

件

6

11

21

30

56

0 20 40 60

①５年以内

②１０年以内

③２０年以内

④３０年以内

⑤３１年以上

件

83

21

20

8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①土地・建物とも自社所有

②土地は借地、建物は自社（自己）所有

③土地・建物とも賃貸

④その他

40

43

2

4

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

①狭い

②建物が老朽化している

③賃料が高い

④立地環境が不適

⑤その他

件

①現状で
満足 44%

③どちらで
もない 3%

②現状で
は不満
53%
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(6) 移転又は増築の計画 (7) (6)有と答えた方 その理由は
(件）

①有 ②無

19 103

(8) その時期は (件）
①３年以内 ②４～６年

以内
③７～１０
年以内

④未定

9 3 0 7

(10) (9)の場所の理由は

(11) ここ５年間で生産ライン等の設備投資をした (12) (11)で設備投資をした方、その目的は
（件） （件）

①有 ②無 7
44 64 26

17
18
4
14

(13) 投資の際、優遇制度を利用しましたか （件） 1
①国 ②北海道 ③帯広市 ④その他

1 5 4

（9） 移転・増築先 ■移転増築予定先では「市内」が84％(15件）で最
も多く、その理由として「現在の事業所・取引先に隣
接」、「用地取得が容易」であることを理由に挙げて
いる。

■移転又は増築計画が「有り」と答えた企業は19社にとどまり、103社が「無し」と回答している。移転増築の計
画があるとした企業の理由としては事業拡張が45％とトップで 工場及び用地の狭あい化を上回った。

■ここ5年間で、生産ライン等の設備投資をしたのは44社、回答企業の4割に上り、理由としては「設
備の老朽化による更新」「生産の量産化」、「商品の付加価値化」、「生産コストの軽減」が主な理由と
なっている。

①新規事業の準備

②設備の老朽化による更新

③商品の高付加価値化

④生産の量産化

⑤多品種少量化

⑥生産コストの軽減

⑦その他

④その他
9%

③用地が狭
い
14%

②工場が狭
い
32%

①事業拡張
45%

16

2

1

0 5 10 15 20

①市内

②近隣３町

③十勝管内

④道内

⑤道外

件

回答件数 16 2 1

①市内
②近隣
３町

③十勝
管内

④道内 ⑤道外

（件）
①現在の事業所（工場）に隣接している 9
②取引先に隣接している 5
③交通アクセスが良い 0
④用地取得が容易 3
⑤その他 4
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○ 経営上の課題について

(1) 現在、課題と考えていることは

(2) (1)で②と答えた方、必要としている人材は (2)-1 人材の確保が難しい理由は
（件）

①従業員教育をする時間や資金がない 12

②研修を行う施設・設備がない 1

③研修方法がわからない 3

④新規の雇用が困難 15

⑤その他 2

(3) 資格や技術取得のための通信教育等の受講制度 (4) (1)の質問で⑤と答えた方、その理由は

（件）
①有 ②無 4

18 102 6
8
1

（5） （1）の質問で⑥と答えた方は、その理由
（件）

①生産体制に課題があるが、有効な改善方法がない 4
②管理・改善する人材がいない 2
③個別受注生産であり、コストダウンが困難 10
④資材や原油等の高騰など価格動向に左右される 23
⑤コストダウンには限界がきている 13
⑥その他 1

■最も課題となっているのは「利益率を上げるためのコストダウンが進まない」が46件で最も多く、次
いで「設備機器の更新をしたいが資金調達が困難」が続き、「人材育成」「人材確保」の困難も課題と
回答する企業も多かった。「産業廃棄物の処理が負担」は23件、「後継者がいなく今後に不安」は20
件であった。

■経営上の課題で、「利益率を上げるためのコストダウンが進まない」理由のトップは「資材や原油等
の高騰」と外的要因を挙げており、「限界が来ている」「個別受注生産のため困難」を含めると回答の
86％を占めている。

①時間的余裕がない

■必要としている人材は「営業部門」「生産管理部門」「特殊加工技術」が上位を占め、理由として
「新規の雇用が困難」、「従業員教育をする時間や資金がない」と答える企業が目立った。

②資金的な余裕がない

④設備機器・施設がない
③技術力が不足

（件）
20
28
29
30
27
46
1
23
13

①後継者がいないため、今後に不安を抱えている

②人材の確保が難しい

⑨その他

⑤新製品・新商品の開発が困難

⑥利益率を上げるためのコストダウンが進まない

⑦必要な情報の入手方法が分からない

⑧産業廃棄物の処理が負担

③社員の技術・能力向上のための人材育成が難しい

④設備機器の更新をしたいが、資金調達が困難

20

28

29

30

27

46

1

23

13

0 10 20 30 40 50

（件）
①特殊な加工技術 5
②工場を管理・改善する生産管理部門 8
③サービスや市場開拓の営業部門 9
④製品開発のための設計・管理 2
⑤経理・事務

⑥経営管理（経営者をサポート） 3
⑦その他
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(6) 現在、必要としている情報は (7) 今後、５年間の経営方向は

（件）

①規模拡大 29 22.8%
②規模縮小 13 10.2%
③現状維持 83 65.4%
④その他 2 1.6%

(8) 今後の経営戦略は

○本市の産業施策について

(1) 本市の支援制度の利用について

■今後の経営戦略として多かった回答は「営業販売部門の強化」「徹底したコストダウン」の2項目
で、次いで「人材の育成確保」「市場開拓」「製品研究開発部門の強化」と続いた。

■現在必要としている情報は「補助金や融資などの支援制
度」と答えた企業が最も多く、「本州や海外の市場に関する
情報」「地域企業に関する情報」が続いた。

■今後5年間の経営方向は回答企業の65％が
「現状維持」と答えているが、「規模拡大」も23％
を占めた。

■本市の支援制度の利用については、「帯広市中小企業振興融資」が24件と最も多く、「試験研究
検査機器・測定機器等の提供サービス」「帯広市企業立地補助金」などが続いている。

（件）

①Ｕ・Ｉターンなど人材に関する情報 10
②本州や海外の市場に関する情報 17
③知的財産権に関する情報 1
④先端技術に関する情報 11
⑤補助金や融資などの支援制度 29
⑥地域の企業に関する情報 17
⑦その他 4

（件）

①製品研究開発部門の強化 27

②製品研究開発部門の整理・統合 0

③営業販売部門の強化 49

④徹底したコストダウン 45

⑤生産設備の強化 24

⑥人材の育成・確保 31

⑦市場開拓 30

（件）

①経営相談 1
②商工観光基金（派遣研修事業、自主研修事業） 3
③帯広市中小企業振興融資 24
④帯広市企業立地補助金 7
⑤帯広市工業団地立地奨励金 3
⑥産学官連携事業 6
⑦試験研究検査機器、測定機器等の提供サービス 8
⑧特許（知的財産権）等の無料相談等 6

1

3

24

7

3

6

8

6

0 5 10 15 20 25
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(2) (1)で利用しなかった場合の理由

（件）
24
7
17
21
4
13

(3) 次の施設を利用したことがありますか
（件）

①十勝圏地域食品加工技術センター 19
②十勝産業振興センター 20

(4) 今後どのような産業振興施策を強化・充実すべきか

○ 産学官連携について

(1) これまで産学官等による連携事業、共同開発研究を実施について

①有 ②無

13 102

(2) 実施年はいつ頃でしたか

（件） (2)-1 産学官の形態は

①３年前 7 （件）

②４～６年前 2 ①大学 4
③７～１０年前 3 ②試験研究機関 3

③大学、試験研究機関 6
④その他 0

■利用しなかった理由について、「支援制度を
知らなかった」「情報が入ってこなかった」とＰＲ
不足が指摘された。

■今後の産業振興施策で強化・充実すべき事項としては「公的融資制度の充実」「製品開発や高付
加価値化を促進する技術支援事業」「営業活動の支援事業」などが上位を占めた。

②相談や手続きに行く暇がない

⑥その他

①支援制度を知らなかった

■産学官連携を実施したことの有る企業は回答企業全体の11％で、13社にとどまった。

③利用の手続きがわずらわしい
④情報が入ってこない
⑤費用がかかりそうだから

24

7

17

21

4

13

0 5 10 15 20 25

（件）

①製品開発や高付加価値化を促進する技術支援事業 28
②公的試験研究機関、大学等と企業の連携支援事業 21
③営業活動の支援事業（取引交流会や企業の技術情報のインターネット発信等） 27
④経営情報や施策情報の提供 12
⑤経営相談・経営診断事業 3
⑥公的融資制度の充実 30
⑦公的賃貸工場、インキュベーション機能 4
⑧異業種交流支援事業 11
⑨経営セミナー 8
⑩その他 8
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(2)-2 連携事業の事業費は
（件）

①５０万円以内 5
②１００万円以内 0
③１５０万円以内 0
④２００万円以内 1

(3) (1)でないと答えた方、その理由は
（件）

①連携する事業がない。自社で完結できる。 51
②連携する技術水準にない 17
③連携事業費の予算措置が困難 9

(3)-1 今後、連携する予定はありますか

（件）

①事業があれば行う。 37
②技術水準に達したときに行う 2
③事業費の予算措置が出来た時に行う 4
④予定はない 51

■連携事業を実施していない理由は「連携する事業がない・自社で完結できる」と回答した企業が51
社と大半を占めた。

■今後の連携の予定は「事業があれば行う」とした回答が37社あったが、「予定はない」と答えた企業
が51社と最も多かった。
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■企業から寄せられた主な声・要望・意見等

（食料品、飲料・たばこ・飼料製造業）

（木材・木製品、家具装備品製造業）

・営業部門は札幌に本部を構え、北見、釧路の支店を営業所に組織替えするなど、札幌へのシフトを強めている。

・規格うんぬんよりも「食の安全、安心」を考え、地場産を使いたい。

・流通の再編の影響を受け、規格が変わったり、利幅が薄くなるなどの影響を受けている。このため、卸売りより
は、店舗での販売を高めたいと考えている。

・製造工程で排出される紙袋であるとか、プラスチック、缶などの廃棄物処理が負担になっている。

・体調不良等で閉店も考えている。しかし、当店で確立した職人技は伝承してもらいたい。跡を継ぐ人を紹介して
もらえる制度がないか。

・現状の機械設備では、小ロットでの対応が難しい。したがって、少ない量でも同じ時間がかかり、コスト面で課
題を抱えている。

・価格競争が一段と過熱していると感じている。コストダウンを図っても、札幌のメーカーには太刀打ちできな
い。ガソリン、石油製品が高騰、人を減らし、ボーナスをカットするなどせざるを得ない。

・作業工程で手作業が残っているため、コストダウンが進まないが、一方で顧客の評価も高い。近年は同業者の競
争も激しく、嗜好の変化もあいまって厳しい状況だ。

・地場産に取り組んだ経緯があるが同じ量で３割程度料金を高くしたら、地場産に切り替えて店先に並べたとこ
ろ、売り上げがぱったり止まった。地場産食材に対する意識より、値段の問題の方が十勝の消費者は敏感である。

・市一丸となった物産展の開催で盛り上げてほしい。

・知床、旭山動物園に比べれば、十勝には売り込むものがなく、お土産用物産販売が厳しいので、観光の活性化を
希望している。

・少人数でやっているので、大量の注文がきたとき、ロットが追いつかない。

・業者間取引促進のための、業者を対象にした商品展示会などの開催を企画してほしい。

・十勝は農産物の規格外品をうまく加工して、大消費地に送るというシステムを作っていかなければならない。冷
凍食品ではなく、ジャガイモ、ニンジン、タマネギなどの皮をむいてカットした真空パックの製品があってもいい
のではないか。

・産学連携については、実際に過去、大学に話をして取り組んだことあるが、時間と費用がかかった。

・従業員の人数、技術も充実しているのだが、高齢になってきているので今後の技術継承が不安である。

・ある意味職人の業界なので、１０年で１人前になる。最近の採用する人たちは、すぐに辞めてしまう。長続きし
ない。

・本州方面等で人材採用時期が早まる傾向にあり、必要な人材の確保に困難さを感じている。

・従業員は季節雇用となっている。しかし、最近人が集まりにくくなっていると感じている。取扱いで競合する中
国の安い人件費に太刀打ちが難しいことを実感している。

・早朝からの仕事で水を扱うきつい仕事のため、若年層の人材が集まらず、人手の確保に困難さを感じている。

・いわゆる2007年問題が2年前にピークが来て、年に7～8人程度の熟練従業員が退職した。管内新卒者の応募も昨
年度は募集定員に満たない状況も発生するなど、人材確保の難しさを感じている。

・輸入製品や既製品が主流になり、本来の技術を活かす作業及び仕事が減っている。
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・補助金や共同研究にしても、自己資金がかかることなので簡単に進まない。

・パソコン等の普及で、仕事量が激減した。

・新規採用したが、定着しない。簡単に辞めて楽な仕事に就く。働いて食べていかなければならないという意識が
希薄である。

・建具業界は、安価な既製品が主流になり、我々もその価格に合わせて建具製作をして競争しなければならないの
で正直きつい。

（パルプ・紙・紙加工、印刷・同関連産業製造業）

・原木は、原油高騰に伴い、輸入材より道産材の需要が多くなっている。木は今後も需要がゼロにはならないと思
うが保障されているわけではないので不安である。

・一人親方で従業員5人以下くらいの少人数でやっているのが大半なので、セミナーや研修会等に参加したくても
参加できないのが現実である。

・建物関係は建築主体、設計の大手のつながりから札幌方面の業者が仕事を受注するケースが多く、下請けに入っ
た場合は安く買い叩かれている。

・住宅会社からの受注も減っていることに加え、和室が減っているため更に仕事は減った。

・石油が高騰し、その影響で原材料が上がっているため、コスト縮減も限界にきている。また、公共事業等の設計
単価も地域の実情に応じた単価設定を考慮してもらいたい。

・かつて産学官連携で相談したことがあるが、良く調べてくれるのだが、時間がかかりすぎる（遅い）。営利に関
わることなので、素早く対応してもらいたい。

・工場は老朽化し狭いが、従業員の通勤や仕入れ納品を考慮すると立地条件が整っているので、移転は考えていな
い。

・設備機器を更新したいが、投資を行ってもそれに見合うだけの売り上げにつながるか難しい。

（窯業・土石製品、鉄鋼業、金属製品製造業）

・３Kの業界であるためか、若い人の就業が定着しない。

・中小企業では、ものづくりの研究開発には時間がかかり、資金的にも大変で限界がある。

・工業専用地域に立地しているので物販が規制されている。これを緩和できるようになれば、もっと活性化できる
のではないか。

・公共事業の削減により、従前の３分の１程度になった。また、コンクリート業界は、廃コンクリートの処理費用
に苦慮している。

・精度の高い高度な設備を導入しているので更新における資金面での不安がある。

・原油高が影響したり、鉄、ステンレス関係の高騰で材料費が30％程度値上がりしているが、一方で製品価格は低
く抑えられ、受注量が減っている。

・工場の移転を勧められているが、売上高等を考えると踏み切れない。

・十勝産業振興センターの機器使用料は、高いので、もっと安くなれば活用されるのではないか。

・十勝産業振興センターの設備機器は、私たちのような零細企業が使用できるものがない。

・研究開発等の補助金は、単年度ものが殆どなので複数年度継続できるものがあればもっと活用されるのではない
か。
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・市は技術面での支援を考える前に、企業が活路を見出すために、今後、実際に何に取り組むべきかという方向性
を示してもらうことが先であるような気がする。

・帯広・十勝は食品製造業は多いが、製造機械を作る企業が少ない。製造機械業界も行政も機械製造ラインが生産
できる地場企業の技術向上や関係する企業の誘致をする必要がある。

・工場は老朽化して狭いが、移転することにより、パート従業員の通勤や確保ができるかが心配である。

・技術を移転できる企業が少ない。

・高等技術専門学院などの人材養成機関との連携の必要性を訴えており、どういった技術を教えているのか、共通
の認識が必要である。

・市の職員は、もっと企業を訪問して地域業界の現状を把握することが必要だ。

・公共工事を増やして欲しい。

（一般機械器具、電気機械器具、電子・デバイス、輸送用機械器具、その他の製造業）

・人材の育成・確保は重要な課題。熟錬者から若い人への技術継承や新たな人材が欲しい。
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観光立国推進基本計画

（案） 

 

概要版 
 

 

 

 

 

 

 

平成１９年６月 

 

 

 

 

 

 



第１ 観光立国の実現に関する施策についての基本的な方針 

○ 基本的な方針 

①観光が有する意義を最大のものとするため、国民の国内旅行及び外国人の

訪日旅行を拡大。また、国際相互理解の増進や諸外国の期待に応えるため、

国民の海外旅行を発展。 

②将来にわたる豊かな国民生活の実現のため、観光の持続的な発展を推進。 

③地域住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社会を実現。 

④国際社会における名誉ある地位の確立を図るため、観光の発展により、平

和国家日本のソフトパワーの強化に貢献。 

 

○ 計画期間 

 5 年間 

 

 

 

第２ 観光立国の実現に関する目標 

１．観光立国の実現のための基本的な目標 

 

○ 訪日外国人旅行者数を平成 22 年までに 1,000 万人にすることを目標とし、

将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にすることを目指す。 

【平成 18 年：733 万人】 

 

○ 我が国における国際会議の開催件数を平成23年までに5割以上増やすこと

を目標とし、アジアにおける最大の開催国を目指す。 

【平成 17 年：168 件】 

 

○ 日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数を平成22年度までにもう

1泊増やし、年間 4泊にすることを目標とする。 

【平成 18 年度：2.77 泊】 

 

○ 日本人の海外旅行者数を平成 22 年までに 2,000 万人にすることを目標と

し、国際相互交流を拡大させる。 

【平成 18 年：1,753 万人】 

 

○ 旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なサービスの提供

を通じた新たな需要の創出等を通じ、国内における観光旅行消費額を平成 22

年度までに 30 兆円にすることを目標とする。 

【平成 17 年度：24.4 兆円】 
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２．「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」に関する目標 

 

○ 国際競争力の高い魅力ある観光地づくりの取組を奨励するとともに、他の

参考となるよう、一年に一度、優れた事例を選定し、内外に発信する。 

 

○ 良好な景観の形成について、景観法に基づき、市町村の景観行政団体への

移行、景観計画の策定等を推進し、社会資本整備重点計画に目標が掲げられた

場合、それを達成する。また、重要文化的景観の保全に関する活動を奨励する。

さらに、道路の無電柱化率を平成19年度までに15％に高めることを目標とし、

電線類の地中化等を進める。 

【平成 17 年度：道路の無電柱化率 11％】 

（参考）平成 19 年度当初：景観計画を策定している景観行政団体数 44 

 

○ 東京国際空港（以下「羽田空港」）について、新たに四本目の滑走路を平成

22 年 10 月末までに整備する。成田国際空港（以下「成田空港」）について、

平行滑走路を平成 21 年度末までに延伸する。関西国際空港について、二本目

の滑走路を整備し、完全 24 時間空港として活用を図る。また、すべての国際

拠点空港と都心部の間のアクセス所要時間を平成22年度までに30分台にする

ことを目指し、鉄道の整備を進める。さらに、平成 19 年度までに拠点的な空

港・港湾への道路アクセス率を 68％とし、隣接する地域の中心の都市間が改

良済みの国道で連絡されている割合を 77％とし、道路渋滞による損失時間を

38.1 億人時間から約 1 割削減することをそれぞれ目標とし、道路の整備を進

める。 

【平成 17 年度：アクセス率 66％、改良済みの国道 74％、損失時間約 8％削減】 

 

３．「観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成」に関

する目標 

 

［再掲］ 

○ 旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なサービスの提供

を通じた新たな需要の創出等を通じ、国内における観光旅行消費額を平成 22

年度までに 30 兆円にすることを目標とする。 

【平成 17 年度：24.4 兆円】 

 

○ 観光産業の高度化を図るため、観光関係学会等の活動の充実を奨励すると

ともに、高等教育段階において観光の振興に寄与する人材の育成を促進する。

（参考）平成 18 年度：大学の観光関係学部・学科の定員：約 3,000 人 
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○ 観光マネジメントの強化を図るため、関係業界と連携しつつ、観光関係業

種における技能評価・資格制度の導入を奨励することにより、観光事業従事者

のインセンティブの向上等を図る。 

【平成 18 年度：4業種 8件】 

 

○ 通訳案内士の登録人数を平成 23 年までに概ね 5 割増やして 15,000 人（地

域限定通訳案内士を含む）とすることを目標とする。また、ボランティアガイ

ドの数を平成 23 年までに概ね 5 割増やして 47,000 人とすることを目標とす

る。 

【平成 18 年：通訳案内士 10,241 人、ボランティアガイド 31,301 人】 

 

４．「国際観光の振興」に関する目標 

 

［一部再掲］ 

○ 訪日外国人旅行者数を平成 22 年までに 1,000 万人にすることを目標とし、

将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にすることを目指す。 

そのため、ビジット・ジャパン・キャンペーンの強化・高度化を図ることと

し、その際、市場のニーズに的確に対応して、我が国の自然、歴史、伝統、食

文化、ポップカルチャー、産業等の豊かな観光資源の発信を強力に展開する。

【平成 18 年：733 万人】 

［再掲］ 

○ 我が国における国際会議の開催件数を平成23年までに5割以上増やすこと

を目標とし、アジアにおける最大の開催国を目指す。 

【平成 17 年：168 件】 

 

○ 我が国の学校等を訪れ児童生徒と交流するフレンドシップ・ジャパン・プ

ラン等による外国人青少年の受入者数の倍増を目指すなど、我が国青少年の国

際交流を推進する。 

【平成 16 年度：4万人】 

 

○ 出入国手続の迅速化・円滑化を図り、外国人の入国審査について、全空港

での最長審査待ち時間を 20 分以下にすることを目標とする。 

【平成 18 年 10 月：成田空港では約 28 分】 

注）出入国管理及び難民認定法に基づき、平成 19 年秋に、外国人が上陸審査を受ける際に指紋等の個人

識別情報を電磁的方式によって提供することが義務づけられることとなっている。 

 

○ 外国語での対応が可能な「ビジットジャパン案内所」を平成 23 年度までに

300 ヶ所に倍増することを目標とする。 

【平成 18 年度末：155 ヶ所】 
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○ 博物館、美術館、国立公園のビジターセンター等の主要な観光施設のうち、

国・独立行政法人が設置したものの全てについて案内・表示を複数言語で行う

こととし、その他の主体が設置したものについても複数言語化を奨励する。 

【平成 17 年度：39％】 

［再掲］ 

○ 日本人の海外旅行者数を平成 22 年までに 2,000 万人にすることを目標と

し、国際相互交流を拡大させる。 

【平成 18 年：1,753 万人】 

 

○ 発展途上国等の観光振興に協力する観点から、日本人海外旅行者の戦略的

なディスティネーション開発を奨励する。 

 

○ 諸外国との観光交流年等を毎年 2 件程度設定することを目標とし、諸外国

との相互交流の拡大を目指す。 

【平成 17 年度：1件、平成 18 年度：3件】 

 

○ 航空自由化（アジア・オープンスカイ）による戦略的な国際航空ネットワ

ークの構築を図るとともに、羽田空港の更なる国際化、大都市圏国際空港の

24 時間化を図る。 

 

５．「観光旅行の促進のための環境の整備」に関する目標 

 

○ 有給休暇の取得を促進し、取得率の向上を目指すとともに、企業等の優れ

た取組の紹介等を行う。 

【平成 17 年：47.1％】 

 

○ 小・中学校の秋休みや二学期制、地域行事に連動した学校休業など、学校

休業の多様化と柔軟化を進める。 

【三学期制以外の学期制を採用している学校の割合 

平成 16 年度：小学校 9.5％、中学校 10.5％ 

平成 17 年度：小学校 14.0％、中学校 15.3％】 

 

○ 国民の観光に関する意義、マナーの普及や観光資源の保全等を図るための

広報活動を行って、国民全体の意識喚起を図るとともに、地域の魅力や観光の

意義に関する子供たちの理解を増進するための活動を奨励する。 

【平成 18 年度：必要な教材を作成している事例 2件（宮崎県、沖縄県）】 

 

○ 観光関係功労者を表彰する制度について、平成 20 年度までに対象を拡大す

る。 
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○ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の規定に基づき、

旅客施設・車両等、道路、都市公園、建築物等の一体的・総合的なバリアフリ

ー化を以下のとおり計画的に推進する。 

・ 原則として 1日当たりの平均的な利用者数が 5,000 人以上である旅客施設

のすべてについて平成 22 年までにバリアフリー化。また、これ以外の旅

客施設についても、地域の実情にかんがみ、高齢者、障害者等の利用の実

態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化。 

・ 鉄道車両及び軌道車両の約 50％、バス車両の約 30％、船舶の約 50％、航

空機の約 65％について平成 22 年までにバリアフリー化。 

・ 原則として重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成するすべての道

路及びすべての当該道路における信号機等について平成 22 年までにバリ

アフリー化。 

・ 都市公園における園路及び広場の約 45％、駐車場の約 35％、便所の約 30％

について平成 22 年までにバリアフリー化。 

・ 特定路外駐車場の約 40％について平成 22 年までにバリアフリー化。 

・ 不特定多数の者等が利用する一定の建築物の約 50％について平成 22 年ま

でにバリアフリー化。 

 

○ 体験型、交流型等の特色を有する新たな形態の旅行の開拓とその普及を進

めるため、平成 19 年度に旅行商品の創出と流通を促進するデータベースを構

築するとともに、円滑化のための方策を講じる。 

 

○ 屋外広告物法の活用により各地方公共団体による違反屋外広告物の一斉パ

トロール等違反屋外広告物の是正対策を促進する。 

 

 

 

第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき
施策 

 

１．国際競争力の高い魅力ある観光地の形成 
 

○国際競争力の高い魅力ある観光地の創出（10 頁参照） 

●収益事業との一体的な展開などによる持続可能な観光まちづくりの

推進主体の立ち上げの支援。 
 

○広域連携による観光振興の促進（10 頁参照） 

●東北・中部・九州の各観光推進機構等広域で観光を推進する体制を整

備。 

●テーマ型広域観光モデルルートの開発や広域連携による広報活動等

の取組の促進。 
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○観光地域づくり人材の発掘と活用（11 頁参照） 

●地域の取組を企画・演出し合意形成を図る「観光地域プロデューサ

ー」などの人材の発掘と活用の推進。 
 

○構造改革特区、地域再生の活用（12 頁参照） 
 

○地域の自立・活性化の総合的支援（12 頁参照） 

●広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律に基づき、広域的

地域活性化基盤整備計画に基づく取組の支援。 

 

２．観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成 
 

○地域独自の魅力を生かした旅行商品の創出（25 頁参照） 

●着地型旅行商品の創出・流通のための取組の支援。 
 

○宿泊産業の国際競争力の強化（26 頁参照） 

●「泊食分離」等の新たなビジネスモデルの構築促進。 

●新たな旅行者ニーズに対応した設備投資の資金の確保等。 
 

○インターンシップの活用（27 頁参照） 

●実践的で観光産業の中核を担いうる人材の育成。 

 

３．国際観光の振興  
 

○我が国の観光魅力の海外発信等（29 頁参照） 

●リピーター対策や個人旅行者対策を強化する観点も含め、新たなマー

ケット戦略の策定。 

●多様な旅行形態を支える真にフレンドリーでオープンなハード及び

ソフトインフラの整備の推進。 
 

○大使・総領事の公邸等を活用した観光プロモーションの実施（30 頁参照） 

●大使・総領事の公邸、広報文化センター等の活用。 
 

○日本食・日本食材等の海外への情報発信（31 頁参照） 

●「WASHOKU-Try Japan’s Good Food」事業などの実施。 
 

○国際放送による情報発信の強化（32 頁参照） 

●新たに開始される外国人向けの映像国際放送の活用。 
 

○日本人の海外旅行の促進（39 頁参照） 

●ミッションの派遣による戦略的なディスティネーションの開発、地方

空港発の国際チャーター便の活性化。 
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４．観光旅行の促進のための環境の整備 
 

○休暇取得の分散化（41 頁参照） 

●「秋休み」の普及促進など学校休業の多様化と柔軟化の促進。 
 

○ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進（45 頁参照） 
 

○ＩＣカード・乗車船券の導入・共通化支援（48 頁参照） 

●多様な施設で利用可能な共通ＩＣカードシステムの広域的な導入等

の促進。 

 

 

 
第４ 観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項 
 

１．多様な関係者の適切な役割分担と連携・協力の強化 

 

観光立国の実現のため、 

国は、施策を総合的に策定・実施し、全体的な立場から民間等の取組を支援

するトータルコーディネート役を担うとともに、我が国の魅力を発信して外

国人を我が国に惹きつける。 

地方公共団体は、地域の特性を生かした施策を策定・実施し、魅力ある観光

地の形成を進める民間の活動の支援とそれと一体となったまちづくりを推

進するほか、その魅力を発信して訪日外国人や国民の観光旅行を促進する。 

住民は、「もてなしの心」を持って、観光旅行者を迎え、ホスピタリティー

あふれる魅力ある観光地の形成に努力する。 

観光事業者は、良質なサービスを提供して人々を観光旅行に誘ない、その満

足度を高める。また、持続的な観光の発展のため、住民の福祉に配慮しつつ、

魅力ある観光地の形成に貢献するよう努力する。 

そして観光旅行者は、訪れる地の文化・歴史等に対する理解を深めるよう

努め、それらを尊重する。また、持続的な観光の発展のため、観光資源・観

光施設等や観光地の魅力を永く保つよう努める。 

また、観光振興によるまちづくりを進めるため、その担い手である地方公

共団体、住民、観光事業者、観光協会、ＮＰＯ等は相互に密接に連携・協力

する。 

 

２．政府が一体となった施策の推進 

 

関係省庁や政府関係機関は緊密な連携・協働を図る。また、観光立国推進

基本法制定時の国会における決議及び附帯決議と、政府を挙げた行政改革の

取組の趣旨を踏まえつつ、観光立国推進施策の推進体制の強化について検討
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することとする。 

 

３．施策の推進状況の点検と計画の見直し 

 

 基本計画に定められた目標の達成状況及び施策の推進状況について、毎年

度その点検を行うとともに、基本計画について、おおむね 3年後を目途に見

直しを行う。 

 

４．地域単位の計画の策定 

 

 この基本計画を踏まえ、観光振興についての基本的な方針や目標等を定め

た、行政区域を越えた広域的なものを含む様々なレベルの地域単位の計画の

策定が望まれる。この地域単位の計画については、関係する国の地方支分部

局は積極的に支援・協力を行う。 
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07/08/31 

新しい北海道観光のくにづくり行動計画（素案）概要 
 

 

１ 計画の基本的な考え方  

（１）計画の位置づけ・性格 

・ 「北海道観光のくにづくり条例」第８条に基づく観光振興に関する基本的な計画 

・ 道の観光に関する個別の計画等は、この計画との整合を図り、策定、推進される。 

・ 平成２０年度からの道の新しい総合計画における観光の特定分野別計画としての性格を有する。 

・ 観光にかかわる各主体や地域等が、観光戦略や観光振興ビジョン、観光振興計画などを新たに   

 策定・推進する際の指針となることをめざす。 

 

（２）計画期間 

      平成２０年度から平成２４年度までの５年間 

 

（３）計画の構成（略） 

 

（４）計画の推進 

    ・  市町村、観光関係団体、観光事業者との連携はもとより、幅広い経済団体、市民団体や道民

の協力が不可欠であり、協働して推進を図ることが重要。 

 

（５）計画の点検・見直し 

    ・   社会経済情勢の変化に対応し、随時点検し、必要により見直し。 

 

 

２ 北海道観光を取り巻く状況と課題 

（１）国の動向   ・ 「観光立国推進基本法」の制定（平成１９年１月） 

            ・ 「観光立国推進基本計画」の策定（平成１９年６月） 

 

（２）北海道観光の現状 

・ 個人・グループ旅行の増大、新たなツーリズムの登場、旅行目的の多様化など、従来の観光形

態が大きく変化 

・ オール北海道による「北海道観光戦略」の策定・推進 

・ 「新時代における自立型産業としての観光の展開について」北海道観光審議会から答申 

(H19.6) 

・ 平成２０年７月に「環境との共生」をコンセプトのひとつとする「北海道洞爺湖サミット」が

開催 

・ 人口減少時代の到来による定住人口の減少 

・ 平成１４年度以降、観光入込客数は減少傾向 

・ 東アジアやオーストラリアなどからの外国人観光客が急増 

・ 平成１６～１７年の観光総消費額は、12,946 億円と前回調査より増加 

 

（３）北海道観光の課題 

   ・ 人口減少が進む北海道においては、観光による交流人口の拡大により地域の活性化を図 ってい

くことが必要 

   ・ 滞在型の観光メニューの充実、あたたかいおもてなし、情報案内機能などの受入体制の整備な

どにより、観光客の満足度を高め、リピーターを増やしていくことなどが必要 

   ・ 「北海道洞爺湖サミット」を北海道を国内外にＰＲする絶好の機会と捉える 

   ・  観光振興により地域経済の活性化を図っていくためには、観光消費を地域内でしっかり受け止

めて、域内循環を高め、経済効果を地域全体に波及させていくことが必要 

   ・ 時代の潮流や観光客のニーズ、満足度などを的確に把握・分析するための観光統計の充実が求

められている。 
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３ 計画の目標 

 

  ○ 自然、食、文化など、北海道ならではの魅力を再発見し、みんなで磨き、育み、 

   訪れる人に感動を与え続けられる北海道をめざす 

 

  ○ 観光交流の輪を拡げ、地域の魅力で、みんなの潤いと地域経済の活性化をめざす 

 

        【 目標数値（平成２４年度）】 

 

      □観光入込客数（実人数）            6,500 万人   うち道内観光客  5,600 万人 

                                                      うち道外観光客     900 万人 

     □外国人の来道者数（実人数）          110 万人 

 

      □観光消費額   道内客 1世帯当たり    9,200 円 

                     道外客 1人当たり      68,000 円 

 

     □道外観光客が道内観光に際し食事において満足したとする割合        ８０％ 

 

     □道外観光客が道内観光に際し受けたサービスに対し満足したとする割合  ８０％ 

 

     □体験型観光を目的として訪れる道外観光客の割合                ８％ 

 

 

・ 国の観光統計の整備等の動向を踏まえるとともに、時代の潮流や観光客のニーズなどを的確に把

握・分析し、質の高い観光地づくりを進めていくため、観光統計について必要な検討を行い、次期計

画における目標設定などに反映させていく。 

 

４ 観光振興に向けた行動指針 

  道民、観光事業者及び観光関係団体などの観光振興に向けた５つの行動指針を記載 

 

  ①地域にこだわる       ②おもてなしの心で迎える  ③みんながつながる 

 

 ④自分や地域を磨く     ⑤地域経営を意識する 

 

 

５  道が実施する主な施策 

  条例に掲げる８つの「施策の基本方針」に基づき、計画期間内に道が進める施策を記載 

 

 ① 環境を保全し、活用する取組を促進する         

② 食の魅力を生かした取組を促進する 

   ③ 観光客が安心して快適に観光を行うことができる環境づくりを促進する       

④ 国内及び海外からの観光客の誘致を促進する 

   ⑤ 道民、観光事業者、観光関係団体及び行政機関が協働して行う取組を促進する   

   ⑥ 観光にかかわる産業の発展のための取組を促進する 

   ⑦ 観光に関する普及啓発及び学習機会の確保する 

 ⑧ 観光に関する基礎的データの収集及び調査を実施する 

 

６ 推進体制 

  観光にかかわる事業者、団体等で構成される組織などと連携・協働して地域の観光地づくりや観光

振興の推進を図る。 

 



新しい観光形態の解説 
 
■グリーンツーリズム 
 グリーンツーリズムとは、農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞

在型の余暇活動であり、農作業体験や農産物加工体験、農林漁家民宿、さらには食育など

がこれに当たる。 
 国では、グリーンツーリズムの提案・普及を図るため、良好な景観や歴史的風土に恵ま

れた農山漁村において、都市との交流の取組の中心となる人材育成を支援するとともに、

都市住民の農山漁村情報に接する機会の拡大、都市と農山漁村の出会いの場の設定や市民

農園、交流拠点施設等の整備を促進する。 
 
■エコツーリズム 
 エコツーリズムとは、自然環境や歴史文化を対象とし、それらを損なうことなく、それ

らを体験し学ぶ観光のあり方であり、地域の自然環境やそれと密接に関連する風俗慣習等

の生活文化に係る資源を持続的に保全しつつ、新たな観光需要を掘り起こすことにより、

地域の社会・経済の健全な発展に寄与し、ひいては環境と経済を持続的に両立させていく

ことにつながるものである。ホエールウォッチングなど野生生物を観察するツアーや植林

や清掃などが環境保全のために実際に貢献をするボランティア的なツアーなどがこれに当

たる。 
 国では、エコツーリズムの普及・定着を図るため、エコツーリズムを推進するセミナー

や特に優れた事例の表彰を行い、さらに自然学校のインストラクターやエコツアーガイド

といった人材を育成するとともに、各地域においてエコツーリズムに取り組む体制づくり

を支援する。 
 
■ヘルスツーリズム 
 ヘルスツーリズムとは、自然豊かな地域を訪れ、そこにある自然、温泉や身体に優しい

料理を味わい、心身ともに癒され、健康を回復・増進・保持する新しい観光形態であり、

医療に近いものからレジャーに近いものまで様々なものが含まれる。 
 国では、ヘルスツーリズムの推進のため、旅行の健康への効果・影響の医学的かつ実証

的な解明を進めるとともに、それらを含めた旅行中の感染症等への医学的な対応等につい

て、一般旅行者や旅行業者の知識を向上させる。 
 
■産業観光 
 産業観光とは、歴史的・文化的価値のある工場等やその遺構、機械器具、先端の技術を

備えた工場等を対象とした観光で、学びや体験を伴うものである。産業や技術の歴史を伝

承することや現場の技術に触れることは当該産業等を生んだ文化を学ぶことであり、将来

的な産業発展のためにも重要な要素である。 
 国では、産業観光の推進のため、地域における産業観光資源を巡るツアーの造成や遺構

の優れた価値の普及等の取組のほか、全国レベルでも産業観光推進懇談会や全国産業観光

推進協議会において、これらの取組を推進する活動が行なわれている。今後、特色のある

地域の産業や工場、商店街、異業種等の幅広い事業者の連携など、個別の事業者では対応

が困難な立ち上がり期における共通基盤づくりを支援するなどにより、こうした動きを一

段と加速する。 
 
■ニューツーリズム 
 ニューツーリズムの種類には、フラワーツーリズム(花観光)やフィルムツーリズム（映画
等ロケ地観光）、文化観光（日本の歴史、伝統といった文化的な要素に対する知的欲求を満

たすことを目的とする観光）などもあり、以上のものに限定されるものではないとの認識

のもと、地域特性を生かした参加型・体験型・学習型等のその他のニューツーリズムも考

えられる。               
 

（国土交通省の観光立国推進基本計画から抜粋） 




